
 

 
 

株式会社 百十四銀行  高松市亀井町５番地の１  TEL 087-831-0114（大代表） 

２０２５年 ６月２３日 

News Release

 

 

新新たたなな投投資資信信託託商商品品のの取取扱扱いいをを開開始始ししまますす！！  

 
百十四銀行（頭取 森 匡史）は、2025年6月23日（月）より、投資信託新商品の取扱いを開始しますので、 

下記のとおりお知らせします。 

「One円建て債券ファンドV 2025-07（愛称：円結びV 2025-07）」は国内外の企業が発行する円建ての債券を 

主要投資対象とした投資信託です。 

当行は、今後もお客さまのニーズに幅広くお応えし、お客さま本位の商品提供につとめてまいります。 

 

記 

 

 商品の概要（詳細は添付の販売用資料をご参照ください） 

商 品 名 One円建て債券ファンドV 2025-07（愛称：円結びV 2025-07） 

特 色 

1. 国内外の企業が発行する円建ての債券（劣後債等を含みます）、円建てのソブリン債

（国債、国際機関債、政府関係機関ならびに地方自治体が発行する債券）を主要投資

対象とします 

2. 円建ての債券のみに投資するため、為替変動リスクはありません 

3. 信託期間が約5年4か月の限定追加型の投資信託です 

申 込 単 位 1万円以上 1円単位 

申込手数料（税込） 1.10％ 

積 立 投 信 対象外 

N I S A 取 扱 い 対象外 

取 扱 開 始 日 2025年6月23日（月） 

取 扱 店 当行の全ての本支店及び出張所またはインターネットバンキング 

以 上 

 

 

来店予約サービスのご案内 

ご予約いただいたお客さまを優先的にご案内するサービスです。 

こちらをご利用いただくと待ち時間もなくスムーズにご案内させていただきます。 

店頭でのお手続きやご相談をご希望のお客さまは右記二次元バーコードからご確認ください。 
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※上記手数料等の合計額等については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。
※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。  

お客さまにご負担いただく手数料等について

購入価額に1.65％（税抜1.5％）を上限として、販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額と
なります。
購入時手数料は、商品や投資環境の説明および情報提供等、ならびに購入に関する事務手続き等に
かかる費用の対価として、販売会社に支払われます。
※くわしくは販売会社にお問い合わせください。

組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、信託事務の諸費用、外国での資産の保管等に
要する費用、監査費用等が信託財産から支払われます。
※その他の費用・手数料については、定期的に見直されるものや売買条件等により異なるものがあるため、事前に

料率、上限額等を表示することができません。

購入時手数料

運用管理費用
（信託報酬）

その他の費用・
手数料

ありません。換金時手数料

換金申込受付日の基準価額に0.3％の率を乗じて得た額とします。信託財産留保額

詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
ご購入時

ご換金時

保有期間中（信託財産から間接的にご負担いただきます）
ファンドの日々の純資産総額に対して年率0.803％（税抜0.73％）
信託報酬＝運用期間中の基準価額×信託報酬率
※運用管理費用（信託報酬）は、毎日計上（ファンドの基準価額に反映）され、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日
（休業日の場合は翌営業日）および毎計算期末または信託終了のときファンドから支払われます。

◆委託会社その他関係法人の概要
委託会社 アセットマネジメントOne株式会社 信託財産の運用指図等を行います。

受託会社 みずほ信託銀行株式会社 信託財産の保管・管理業務等を行います。

販売会社 募集の取扱いおよび販売、投資信託説明書（目論見書）・運用報告書の交付、一部解約金および償還金の支払い
に関する事務等を行います。

◆照会先
アセットマネジメントOne株式会社
・ コールセンター 0120-104-694　受付時間：営業日の午前9時～午後5時　・ ホームページアドレス https://www.am-one.co.jp/

313366-10A-2506

販売用資料
2025.06

お申込みにあたっては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧ください。

商 号 等 ： アセットマネジメントOne株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第324号

加入協会 ： 一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会

■ 設定・運用は■ 投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは

One円建て債券ファンドⅤ  ２０２５-07One円建て債券ファンドⅤ  ２０２５-07
愛称 ： 円結びⅤ ２０２５-07愛称 ： 円結びⅤ ２０２５-07

追加型投信／内外／債券追加型投信／内外／債券

信託財産の運用、目論見書等各種書類の作成、基準価額の算出
等の対価

購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、口座内
でのファンドの管理等の対価

運用財産の保管・管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

支払先

委託会社

販売会社

受託会社

内訳（税抜）

年率0.35％

年率0.35％

年率0.03％

主な役務

商 号 等 ： 株式会社百十四銀行
登録金融機関　四国財務局長（登金）第5号

加入協会 ：  日本証券業協会
一般社団法人金融先物取引業協会



当ファンドは、主として信託期間終了前に満期償還や繰上 償還が見込まれる円建ての投資適格債に投資し、
原則として、満期日または繰上償還日まで保有することで、 安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざします。

少しでもいいから安定的な 運用で増やしたい。

モデルポートフォリオ
※当ファンドは信託期間が約5年4ヵ月（2025年7月28日から2030年11月25日まで）の限定追加型の投資信託です。

※2025年4月18日時点
※モデルポートフォリオの平均最終利回り、平均残存年数、残存年数、最終利回りは、ポートフォリオ構築に約3週間かかると想定して、受け渡し日を
2025年8月15日とした値を記載しています。なお、ポートフォリオ構築にかかる期間はあくまでも目安であり、実際とは異なる場合があります。
また、それらにおける繰上償還条項付の債券の償還日は、繰上償還が見込まれると判断した日付（初回繰上償還日）を使用しています。

※平均最終利回りは、モデルポートフォリオ構築時において前項の事項を勘案したうえで、各銘柄の最終利回りをモデルポートフォリオが組入れて
いる有価証券の評価額に対する割合で加重平均したものであり、平均最終利回りが償還時まで維持されることを示唆・保証するものではあり
ません。また、モデルポートフォリオには現金等を含みませんが、実際のファンドの運用においては、若干の現金等を保有するため、ファンドの
運用利回り低下の要因となります。平均最終利回り（信託報酬控除後）は年率0.803％の信託報酬を控除した場合の値です。

※平均格付けは組入銘柄の格付け（S&P、Moody’s、JCRおよびR&Iによる上位のものを採用）をモデルポートフォリオが組入れている有価証券の
評価額に対する割合で加重平均したものであり、ファンドの信用格付けではありません。

※下記は2025年4月18日時点での市場環境等に基づいて作成したモデルポートフォリオです。モデルポートフォリオはあくまで参考情報の
提供を目的としたものであり、当ファンドの実際のポートフォリオや実際の平均最終利回りとは異なります。
※平均最終利回りは各債券の最終利回りを組入比率で加重平均した値であり、当ファンドの所有期間利回り（年率）ではありません。

当ファンドのモデルポートフォリオから想定される平均最終利回りは1.46％（年率、信託
報酬控除後）となりました（2025年4月18日時点）。

※市況動向や資金動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。
1 2

※格付けは、S&P、Moody’s、JCRおよびR＆Iによる上位のものを採用しています。

主に国内外の企業が発行する円建ての債券（劣後債等
を含みます。）、円建てのソブリン債（国債、国際機関債、
政府関係機関ならびに地方自治体が発行する債券）に
投資します。また、円建ての債券のみに投資するため、
為替変動リスクはありません。

円建て債券

取得時において投資適格債であるＢＢＢ格相当以上
（ＢＢＢ－も含みます。）の格付けを取得している債券、
もしくはそれらと同等の信用力を有すると判断される
債券に投資します。

（投資適格債）
以上

格付別比率モデルポートフォリオの状況

A+
21.0%

A
38.0%

A－
22.0%

BBB+
19.0%

平均最終利回り（年率、信託報酬控除前）

平均最終利回り（年率、信託報酬控除後）

平均格付け

平均残存年数

発行体数

額面金額合計

2.27%

1.46%

A

4.5年

16

200億円
※上記比率は四捨五入しているため、合計値が
　100％にならない場合があります。

第4回 東京センチュリー 期限付劣後
第6回 オリックス 期限付劣後
第28回 光通信
第17回 三井住友FG 永久劣後
第66回 ソフトバンクグループ
第3回 大和証券G本社 永久劣後
第1回 日本航空 永久劣後
第7回 三井住友TG 永久劣後
第25回 三菱UFJFG 永久劣後
第3回 住友化学 期限付劣後

1.929
1.728
1.200
2.045
3.336
2.199
3.218
2.056
2.080
3.300

4.3
4.6
4.9
4.3
4.7
4.3
4.7
4.3
4.4
4.1

2.00%
2.05%
2.20%
2.10%
3.34%
2.20%
3.15%
2.10%
2.10%
2.20%

A+
A+
A+
A
A

BBB+
BBB+

A
A

A－

劣後債
劣後債

普通社債
劣後債

普通社債
劣後債
劣後債
劣後債
劣後債
劣後債

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

2029年12月10日
2030年  3月31日
2030年  7月12日
2029年12月  5日
2030年  4月24日
2029年12月  5日
2030年  4月16日
2029年12月  5日
2030年  1月15日
2029年  9月12日

種別 銘柄名 クーポン
（％）

残存年数
（年）

最終利回り
（年率） 格付け償還日／初回繰上償還日

7.0%
7.0%
7.0%
7.0%
7.0%
7.0%
7.0%
6.5%
6.5%
6.5%

組入
比率

組入上位10銘柄

総組入銘柄数：16

当ファンドの信託期間終了（2030年11月25日）前に
満期償還や繰上償還が見込まれる債券に投資し、
原則として、満期日または繰上償還日まで保有する
ことで、金利変動リスクを低減し、安定した利子の
獲得をめざします。

約5年4ヵ月以内
（当ファンドが投資する債券の残存年数）
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債券は満期日まで保有すると額面で償還され、投資元本が満額で返済されます。
当ファンドは、主として信託期間終了前に満期償還や繰上償還が見込まれる円建ての投資
適格債に投資を行います。

国内外の企業が発行する円建ての債券（劣後債等を含みます。）、
円建てのソブリン債（国債、国際機関債、政府関係機関ならびに地方
自治体が発行する債券）を主要投資対象とします。
●ポートフォリオの実質的な平均最終利回り＊１は構築時において、年1.2％～1.5％程度＊２の水準をめざします。

＊１ 実質的な平均最終利回りとは、当ファンドにかかる信託報酬等の費用を控除した後の利回りをいいます。
＊２ ポートフォリオ構築時の市場環境によって、債券利回りが低下した場合、ポートフォリオ構築後に組入債券がデフォルトした

場合、ファンドの償還日までに売却されたり満期を迎えたりした債券の再投資を行う場合に利回りが低下していた場合、信託
期間中に当ファンドを換金した場合などには、年1.2％～1.5％程度の水準を下回る場合があります。なお、当水準は将来の
運用の成果を示唆および保証するものではありません。

●投資する債券は、取得時においてＢＢＢ格相当以上（ＢＢＢ－も含みます。）の格付けを取得している債券、
もしくはそれらと同等の信用力を有すると判断される債券を投資対象とします。

●主として、当ファンドの信託期間終了前に満期償還や繰上償還が見込まれる債券に投資します。
●原則として、当ファンドが投資を行う債券は満期日または繰上償還日まで保有することで、金利変動

リスクを低減し、安定した利子の獲得をめざします。ただし、信用リスク、利回り向上等の観点から、満期
日前または繰上償還日前に保有債券を売却する場合があります。

●保有債券が信託期間中に満期償還される場合、繰上償還される場合、または償還日前に売却される
場合には、信託期間終了前に満期償還や繰上償還が見込まれる別の債券に投資する場合があります。

●運用にあたっては、債券の発行体の信用力、バリュエーション、流動性等に基づき投資魅力度の高い
銘柄を選定しながら、分散投資によりリスクの低減を図ります。

●当初設定時および償還準備に入った場合には、組入資産の流動性等を考慮して、円建てのソブリン債への
組入比率を高める場合があります。
※市況動向等によっては設定当初のポートフォリオ構築の完了までに一定期間を要する場合があります。

ご参考

ファンドの特色

※上記はイメージであり、実際の債券価格の変動や当ファンドの組入銘柄の保有状況を示したものではありません。

※資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。

3 4

債券価格の変動イメージ 当ファンドの組入銘柄の保有イメージ

債券の価格は満期日に近づくにつれて
値動きが小さくなる傾向があります。
満期日には額面金額で償還されます。
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100 
（額面金額）
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債
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格

1

信託期間が約5年4ヵ月の限定追加型の投資信託です。
●ファンドの信託期間は2025年7月28日から2030年11月25日までです。
●ファンドは、ご購入のお申込みを2025年8月1日まで限定して受付ける限定追加型の投資信託です。

2025年8月2日以降のご購入のお申込みの受付は行いません。

3

円建ての債券のみに投資するため、為替変動リスクはありません。22

・ 劣後債とは、発行体が経営破綻した場合に普通社債等より債務弁済の順位が劣る
債券のことをいいます。投資家はその発行体の普通社債と比較して高いリスクを
負いますが、その分高い利子を得ることができます。

・ 劣後債は償還期限が長い（もしくは定められていない）ことから、あらかじめ複数の
時点で繰上償還ができる条項が付されるのが一般的であり、初回の繰上償還
可能日に償還することが慣例となっています。

※償還までの期間を同じものとした時の一般的な利回りの上乗せ
分を示したものであり、すべてを表すものではありません。

※劣後債への投資に伴う固有リスクはP5をご確認ください。
※上記の慣例は作成時点の状況を説明したものであり、将来的に維持・継続されることを示唆・保証するものではありません。
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※保有債券が信託期間中に満期償還される場合、繰上償還される場合、または保有債券を償還日前に売却する場合には、信託期間終了
前に満期償還や繰上償還が見込まれる別の債券に投資する場合があります。

※平均最終利回りは、前ページの事項を勘案して算出したものであり、平均最終利回りが償還時まで維持されることを示唆・保証するものでは
ありません。また、モデルポートフォリオには現金等を含みませんが、実際のファンドの運用においては、若干の現金等を保有するため、ファンドの
運用利回り低下の要因となります。上記は当ファンドの収益率を示すものではありません。また、当ファンドを換金する場合も含めて当該
利回りをめざすものではありません。さらには信託期間中に当ファンドを換金した場合は、年1.2％～1.5％程度の水準を下回る場合が
あります。実際のポートフォリオの組入債券の償還時期によっては、上記の水準を下回ることがあります。

※信託報酬のほか、購入時手数料やその他の費用・手数料もご負担いただきます。当ファンドの購入時手数料および保有期間中にご負担いただく
費用・手数料の詳細については当資料最終ページおよび投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※組入債券が信託期間内に償還された場合等には、他の債券に再投資することがあります。再投資する債券は信託期間内に償還されるものとします。

ご参考

劣後債と繰上償還

※下記は2025年4月18日時点での市場環境等に基づいて作成したモデルポートフォリオの実質的な平均最終利回りのイメージです。実質
的な平均最終利回りはあくまでも参考情報の提供を目的としたものであり、当ファンドの実際の実質的な平均最終利回りとは異なります。

※当ファンドを途中換金した場合には信託財産留保額が差し引かれるほか、税金などがかかる場合があります。くわしくは投資信託説明書
（交付目論見書）をご覧ください。

信託報酬控除後の実質的な平均最終利回りのイメージ
平均最終利回り
年2.27％

信託報酬（税込）
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※上記はイメージであり、すべてを表しているものではありません。
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日前または繰上償還日前に保有債券を売却する場合があります。
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場合には、信託期間終了前に満期償還や繰上償還が見込まれる別の債券に投資する場合があります。

●運用にあたっては、債券の発行体の信用力、バリュエーション、流動性等に基づき投資魅力度の高い
銘柄を選定しながら、分散投資によりリスクの低減を図ります。

●当初設定時および償還準備に入った場合には、組入資産の流動性等を考慮して、円建てのソブリン債への
組入比率を高める場合があります。
※市況動向等によっては設定当初のポートフォリオ構築の完了までに一定期間を要する場合があります。
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※上記はイメージであり、実際の債券価格の変動や当ファンドの組入銘柄の保有状況を示したものではありません。

※資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。
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信託期間が約5年4ヵ月の限定追加型の投資信託です。
●ファンドの信託期間は2025年7月28日から2030年11月25日までです。
●ファンドは、ご購入のお申込みを2025年8月1日まで限定して受付ける限定追加型の投資信託です。

2025年8月2日以降のご購入のお申込みの受付は行いません。

3

円建ての債券のみに投資するため、為替変動リスクはありません。22

・ 劣後債とは、発行体が経営破綻した場合に普通社債等より債務弁済の順位が劣る
債券のことをいいます。投資家はその発行体の普通社債と比較して高いリスクを
負いますが、その分高い利子を得ることができます。

・ 劣後債は償還期限が長い（もしくは定められていない）ことから、あらかじめ複数の
時点で繰上償還ができる条項が付されるのが一般的であり、初回の繰上償還
可能日に償還することが慣例となっています。

※償還までの期間を同じものとした時の一般的な利回りの上乗せ
分を示したものであり、すべてを表すものではありません。

※劣後債への投資に伴う固有リスクはP5をご確認ください。
※上記の慣例は作成時点の状況を説明したものであり、将来的に維持・継続されることを示唆・保証するものではありません。
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※保有債券が信託期間中に満期償還される場合、繰上償還される場合、または保有債券を償還日前に売却する場合には、信託期間終了
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ありません。また、モデルポートフォリオには現金等を含みませんが、実際のファンドの運用においては、若干の現金等を保有するため、ファンドの
運用利回り低下の要因となります。上記は当ファンドの収益率を示すものではありません。また、当ファンドを換金する場合も含めて当該
利回りをめざすものではありません。さらには信託期間中に当ファンドを換金した場合は、年1.2％～1.5％程度の水準を下回る場合が
あります。実際のポートフォリオの組入債券の償還時期によっては、上記の水準を下回ることがあります。

※信託報酬のほか、購入時手数料やその他の費用・手数料もご負担いただきます。当ファンドの購入時手数料および保有期間中にご負担いただく
費用・手数料の詳細については当資料最終ページおよび投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※組入債券が信託期間内に償還された場合等には、他の債券に再投資することがあります。再投資する債券は信託期間内に償還されるものとします。
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※下記は2025年4月18日時点での市場環境等に基づいて作成したモデルポートフォリオの実質的な平均最終利回りのイメージです。実質
的な平均最終利回りはあくまでも参考情報の提供を目的としたものであり、当ファンドの実際の実質的な平均最終利回りとは異なります。

※当ファンドを途中換金した場合には信託財産留保額が差し引かれるほか、税金などがかかる場合があります。くわしくは投資信託説明書
（交付目論見書）をご覧ください。
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※上記はイメージであり、すべてを表しているものではありません。



5 6

お申込みメモ
 （ご購入の際は、投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。）

当初申込期間：2025年6月16日～2025年7月25日 
継続申込期間：2025年7月28日～2025年8月1日
※2025年8月2日以降、購入のお申込みの受付は行いません。

当初申込期間：1口＝1円
継続申込期間：購入申込受付日の基準価額

購入の申込期間

購入価額

換金単位

換金価額

換金代金

換金制限

信託期間

繰上償還

決算日

収益分配

課税関係

購入・換金申込受付の
中止および取消し

金融商品取引所等における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるとき
は、購入・換金のお申込みの受付を中止することおよびすでに受付けた購入・換金のお申込み
の受付を取り消す場合があります。
※当初申込期間中において、資金動向、投資対象市場環境等によっては、購入のお申込みの受付を中止する
ことおよびすでに受付けた購入のお申込みの受付を取り消し、当ファンドの設定を見送ることがあります。

販売会社が定める単位

換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額

原則として換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求に制限を設ける場合があります。

当ファンドは課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA）の適用
対象となります。
当ファンドは、NISAの対象ではありません。　　
※税法が改正された場合等には、上記の内容が変更となることがあります。

毎年11月25日（休業日の場合は翌営業日）

2030年11月25日まで（2025年7月28日設定）

年１回の毎決算日に、収益分配方針に基づいて収益分配を行います。
※お申込コースには、「分配金受取コース」と「分配金再投資コース」があります。ただし、販売会社に
よっては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合があります。詳細は販売会社までお問い合わせください。

純資産総額が30億円を下回ることとなった場合等には、償還することがあります。

◆ご注意事項
●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成した販売用資料です。
●お申込に際しては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断
ください。
●当ファンドは、債券等の値動きのある有価証券に投資をしますので、市場環境、組入有価証券の発行者に係る信用状況
等の変化により基準価額は変動します。このため、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準
価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者のみな
さまに帰属します。また、投資信託は預貯金とは異なります。
●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全
性、正確性について、同社が保証するものではありません。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証
するものではありません。
●当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。
●投資信託は
　1.預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
加えて、証券会社を通して購入していない場合には投資者保護基金の対象にもなりません。

　2.購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。
　3.投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなり
ます。

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、ファンドの基準価額は変動します。これらの
運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は
保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
また、投資信託は預貯金と異なります。

ファンドの投資リスク

※上記はイメージであり、当ファンドの基準価額の推移を示したものではありません。
※当ファンドの組入債券価格の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

◆金利変動リスク
金利の変動は、公社債等の価格に影響をおよぼします。金利の上昇は、一般に公社債の価格を下落させ、基準
価額が下落する要因となります。
◆信用リスク
有価証券等の価格は、その発行体に債務不履行等が発生または予想される場合には、その影響を受け変動します。
当ファンドが投資する債券の発行者が経営不安・倒産に陥った場合、またこうした状況に陥ると予想される場合、信
用格付けが格下げされた場合等には、債券の価格が下落したり、その価値がなくなることがあり、基準価額が下落す
る要因となります。
◆流動性リスク
有価証券等を売却または取得する際に市場規模や取引量、取引規制等により、その取引価格が影響を受ける場
合があります。一般に市場規模が小さい場合や取引量が少ない場合には、市場実勢から期待できる価格どおりに
取引できないことや、値動きが大きくなることがあり、基準価額に影響をおよぼす要因となります。
◆劣後債への投資に伴う固有のリスク
劣後債への投資には、普通社債への投資と比較して、次のような固有のリスクがあり、価格変動リスクや信用リス
クは相対的に大きいものとなります。
①劣後リスク（法的弁済順位が劣後するリスク）
一般に劣後債の法的な弁済順位は株式に優先し、普通社債より劣後します。したがって、発行体が破綻などに
陥った場合、他の優先する債権が全額支払われない限り、元利金の支払いを受けることができません（法的弁済
順位の劣後）。また劣後債は一般に普通社債と比較して低い格付けが格付会社により付与されていますが、
その格付けがさらに下落する場合には、劣後債の価格が大きく下落する可能性があります。
②繰上償還延期リスク
一般に劣後債には、繰上償還（コール）条項が付与されています。繰上償還日に償還されることを前提として取引
されている債券は、市場環境などの要因によって、予定された期日に繰上償還が実施されなかった場合、ある
いは繰上償還されないと見込まれる場合には、当該債券の価格が大きく下落する可能性があります。
③利払い繰延リスク
劣後債には、利息の支払繰延条項を有する債券があります。当該債券においては、発行体の財務状況や収益動向
などの要因によって、利息の支払いが繰り延べまたは停止される可能性があります。

◆カントリーリスク
投資対象国・地域の政治経済情勢、通貨規制、資本規制、税制、また取引規制等の要因によって資産価格や通貨
価値が大きく変動する場合があります。海外に投資する場合には、これらの影響を受け、基準価額が下落する要因
となります。

基準価額の変動要因

当ファンドの基準価額は、主に組入債券の価格変動の影響を受けます。途中換金時やファンドの償還時は基準価額の
下落により投資元本を割り込むことがあります。

当ファンドの基準価額の推移（イメージ）

・投資した債券が満期償還される場合、繰上償還される場合、または償還日前に売却される場合には、別の債券に投資する
ことがあり、金利低下局面等においては、再投資した債券の利回りが、当初投資した債券の利回りより低くなる可能性
があります。

その他の留意点（詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。）

当ファンドの組入債券価格の変動要因

発行体等の
信用リスク

上昇
低下
上昇
低下
なし

国内金利

為替リスク

債券価格
下落
上昇
下落
上昇
＿

投
資
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本（
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）
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お申込みメモ
 （ご購入の際は、投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。）

当初申込期間：2025年6月16日～2025年7月25日 
継続申込期間：2025年7月28日～2025年8月1日
※2025年8月2日以降、購入のお申込みの受付は行いません。

当初申込期間：1口＝1円
継続申込期間：購入申込受付日の基準価額

購入の申込期間

購入価額

換金単位

換金価額

換金代金

換金制限

信託期間

繰上償還

決算日

収益分配

課税関係

購入・換金申込受付の
中止および取消し

金融商品取引所等における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるとき
は、購入・換金のお申込みの受付を中止することおよびすでに受付けた購入・換金のお申込み
の受付を取り消す場合があります。
※当初申込期間中において、資金動向、投資対象市場環境等によっては、購入のお申込みの受付を中止する
ことおよびすでに受付けた購入のお申込みの受付を取り消し、当ファンドの設定を見送ることがあります。

販売会社が定める単位

換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額

原則として換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求に制限を設ける場合があります。

当ファンドは課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA）の適用
対象となります。
当ファンドは、NISAの対象ではありません。　　
※税法が改正された場合等には、上記の内容が変更となることがあります。

毎年11月25日（休業日の場合は翌営業日）

2030年11月25日まで（2025年7月28日設定）

年１回の毎決算日に、収益分配方針に基づいて収益分配を行います。
※お申込コースには、「分配金受取コース」と「分配金再投資コース」があります。ただし、販売会社に
よっては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合があります。詳細は販売会社までお問い合わせください。

純資産総額が30億円を下回ることとなった場合等には、償還することがあります。

◆ご注意事項
●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成した販売用資料です。
●お申込に際しては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断
ください。
●当ファンドは、債券等の値動きのある有価証券に投資をしますので、市場環境、組入有価証券の発行者に係る信用状況
等の変化により基準価額は変動します。このため、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準
価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者のみな
さまに帰属します。また、投資信託は預貯金とは異なります。
●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全
性、正確性について、同社が保証するものではありません。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証
するものではありません。
●当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。
●投資信託は
　1.預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
加えて、証券会社を通して購入していない場合には投資者保護基金の対象にもなりません。

　2.購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもありません。
　3.投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなり
ます。

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、ファンドの基準価額は変動します。これらの
運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は
保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
また、投資信託は預貯金と異なります。

ファンドの投資リスク

※上記はイメージであり、当ファンドの基準価額の推移を示したものではありません。
※当ファンドの組入債券価格の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

◆金利変動リスク
金利の変動は、公社債等の価格に影響をおよぼします。金利の上昇は、一般に公社債の価格を下落させ、基準
価額が下落する要因となります。
◆信用リスク
有価証券等の価格は、その発行体に債務不履行等が発生または予想される場合には、その影響を受け変動します。
当ファンドが投資する債券の発行者が経営不安・倒産に陥った場合、またこうした状況に陥ると予想される場合、信
用格付けが格下げされた場合等には、債券の価格が下落したり、その価値がなくなることがあり、基準価額が下落す
る要因となります。
◆流動性リスク
有価証券等を売却または取得する際に市場規模や取引量、取引規制等により、その取引価格が影響を受ける場
合があります。一般に市場規模が小さい場合や取引量が少ない場合には、市場実勢から期待できる価格どおりに
取引できないことや、値動きが大きくなることがあり、基準価額に影響をおよぼす要因となります。
◆劣後債への投資に伴う固有のリスク
劣後債への投資には、普通社債への投資と比較して、次のような固有のリスクがあり、価格変動リスクや信用リス
クは相対的に大きいものとなります。
①劣後リスク（法的弁済順位が劣後するリスク）
一般に劣後債の法的な弁済順位は株式に優先し、普通社債より劣後します。したがって、発行体が破綻などに
陥った場合、他の優先する債権が全額支払われない限り、元利金の支払いを受けることができません（法的弁済
順位の劣後）。また劣後債は一般に普通社債と比較して低い格付けが格付会社により付与されていますが、
その格付けがさらに下落する場合には、劣後債の価格が大きく下落する可能性があります。
②繰上償還延期リスク
一般に劣後債には、繰上償還（コール）条項が付与されています。繰上償還日に償還されることを前提として取引
されている債券は、市場環境などの要因によって、予定された期日に繰上償還が実施されなかった場合、ある
いは繰上償還されないと見込まれる場合には、当該債券の価格が大きく下落する可能性があります。
③利払い繰延リスク
劣後債には、利息の支払繰延条項を有する債券があります。当該債券においては、発行体の財務状況や収益動向
などの要因によって、利息の支払いが繰り延べまたは停止される可能性があります。

◆カントリーリスク
投資対象国・地域の政治経済情勢、通貨規制、資本規制、税制、また取引規制等の要因によって資産価格や通貨
価値が大きく変動する場合があります。海外に投資する場合には、これらの影響を受け、基準価額が下落する要因
となります。

基準価額の変動要因

当ファンドの基準価額は、主に組入債券の価格変動の影響を受けます。途中換金時やファンドの償還時は基準価額の
下落により投資元本を割り込むことがあります。

当ファンドの基準価額の推移（イメージ）

・投資した債券が満期償還される場合、繰上償還される場合、または償還日前に売却される場合には、別の債券に投資する
ことがあり、金利低下局面等においては、再投資した債券の利回りが、当初投資した債券の利回りより低くなる可能性
があります。

その他の留意点（詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。）

当ファンドの組入債券価格の変動要因

発行体等の
信用リスク

上昇
低下
上昇
低下
なし

国内金利

為替リスク

債券価格
下落
上昇
下落
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※上記手数料等の合計額等については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。
※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。  

お客さまにご負担いただく手数料等について

購入価額に1.65％（税抜1.5％）を上限として、販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額と
なります。
購入時手数料は、商品や投資環境の説明および情報提供等、ならびに購入に関する事務手続き等に
かかる費用の対価として、販売会社に支払われます。
※くわしくは販売会社にお問い合わせください。

組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、信託事務の諸費用、外国での資産の保管等に
要する費用、監査費用等が信託財産から支払われます。
※その他の費用・手数料については、定期的に見直されるものや売買条件等により異なるものがあるため、事前に

料率、上限額等を表示することができません。

購入時手数料

運用管理費用
（信託報酬）

その他の費用・
手数料

ありません。換金時手数料

換金申込受付日の基準価額に0.3％の率を乗じて得た額とします。信託財産留保額

詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
ご購入時

ご換金時

保有期間中（信託財産から間接的にご負担いただきます）
ファンドの日々の純資産総額に対して年率0.803％（税抜0.73％）
信託報酬＝運用期間中の基準価額×信託報酬率
※運用管理費用（信託報酬）は、毎日計上（ファンドの基準価額に反映）され、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日
（休業日の場合は翌営業日）および毎計算期末または信託終了のときファンドから支払われます。

◆委託会社その他関係法人の概要
委託会社 アセットマネジメントOne株式会社 信託財産の運用指図等を行います。

受託会社 みずほ信託銀行株式会社 信託財産の保管・管理業務等を行います。

販売会社 募集の取扱いおよび販売、投資信託説明書（目論見書）・運用報告書の交付、一部解約金および償還金の支払い
に関する事務等を行います。

◆照会先
アセットマネジメントOne株式会社
・ コールセンター 0120-104-694　受付時間：営業日の午前9時～午後5時　・ ホームページアドレス https://www.am-one.co.jp/

313366-10A-2506

販売用資料
2025.06

お申込みにあたっては、販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧ください。

商 号 等 ： アセットマネジメントOne株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第324号

加入協会 ： 一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会

■ 設定・運用は■ 投資信託説明書（交付目論見書）のご請求・お申込みは

One円建て債券ファンドⅤ  ２０２５-07One円建て債券ファンドⅤ  ２０２５-07
愛称 ： 円結びⅤ ２０２５-07愛称 ： 円結びⅤ ２０２５-07

追加型投信／内外／債券追加型投信／内外／債券

信託財産の運用、目論見書等各種書類の作成、基準価額の算出
等の対価

購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、口座内
でのファンドの管理等の対価

運用財産の保管・管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

支払先

委託会社

販売会社

受託会社

内訳（税抜）

年率0.35％

年率0.35％

年率0.03％

主な役務


